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補 正 予 算 主 要 事 業 の 概 要 

【新型コロナウイルス感染症対策に係る補正状況】 ※コロナ禍における原油価格・物価高騰対策を含む 

項 目 名 補正予算額 
令和４年度  
現計予算額  
（11月追加提案後） 

令和３年度までの 
累 計 予 算 額  

補 正 後 
累計予算額 

備  考 

○ 感染拡大防止対策と医療提供体制の整備  26,143,974 79,269,169 105,413,143  

○ 雇用の維持・事業の継続 308,000 5,154,835 15,237,361 20,700,196  

○ 県民の生活支援  3,690,557 7,808,232 11,498,789  

○ 学校の再開・学びの保障 6,900 190,763 369,893 567,556  

○ 地域経済の回復・活性化 45,530 12,838,166 11,342,532 24,226,228  

○ 感染症に強い社会・経済構造の構築  127,364 2,277,628 2,404,992  

合  計 360,430 48,145,659 116,304,815 164,810,904  

（一般会計） 

【新型コロナウイルス感染症対策、コロナ禍における原油価格・物価高騰対策】 ★印は、新規事業               （単位：千円） 

項 目 ・ 事 業 名  補正予算額 説              明 

Ⅰ 雇用の維持・事業の継続 308,000  

１ 県内事業者の資金繰り対策 308,000  

1 ★香川県伴走型経営改善支援融資保証料補給

事業 

308,000 国の新たな保証制度を利用する県内事業者等に対して、事業者負担となる信用保証

料について補給を行うことにより資金繰りを支援するもの。 

・県の保証料補給率 年０．２％、保証料補給期間 １０年以内 

（国の新たな保証制度） 

・融資上限額   １億円 

・融資利率    年１.５％以内 

・保証料率    年０.２％等 

・融資期間    １０年以内（うち据置期間５年以内） 
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項 目 ・ 事 業 名  補正予算額 説              明 

Ⅱ 学校の再開・学びの保障 6,900  

１ 教育体制の緊急整備 6,900  

1 県立高校等感染症対策経費 6,900 県立高校等における感染症の予防、拡大防止に必要な消毒液等を確保するもの。 

 

 

 

 

Ⅲ 地域経済の回復・活性化 45,530  

１ 農畜水産業の支援 45,530  

1 ★漁業経営セーフティーネット加入促進支援

事業 

45,530 県内漁業者が、国が構築する漁業経営セーフティーネット（漁業用燃油）に加入す

る際に必要となる漁業者負担分の一部を支援するもの。 

・補助対象：「漁業経営セーフティーネット構築事業（燃油）」に加入する漁業者、 

養殖業者 

・補 助 額：漁業者等の積立金の１／２ 
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【その他の補正】  ★印は、新規事業                                           （単位：千円） 

項 目 ・ 事 業 名  補正予算額 説              明 

Ⅰ 国補正予算関係 396,854  

1 ★通園用バス安全装置設置対応補助事業 54,760 子どもの安全対策を強化するため、送迎用バスへの安全装置の装備や、登園管理シ

ステム等の導入に係る支援を行うもの。 

  ①送迎用バスの置き去り事故防止安全装置 

   補助対象：幼稚園、特別支援学校、放課後等デイサービス事業所 等 

    補 助 率：定額（国１０／１０） 

  ②登園管理システム 

    補助対象：幼稚園、児童発達支援事業所 

    補 助 率：国４／５、事業者１／５ など 

  ③ＩＣＴを活用した子ども見守りのための機器等 

補助対象：幼稚園、児童発達支援事業所 

    補 助 率：国４／５、事業者１／５ など 

 

2 特定交通安全施設整備事業 38,359  国の国土強靭化に向けた補正予算を活用し、信号機や道路標識の老朽化対策を実施

するもの。 

 

 

3 公園施設等の国際化等整備事業 11,600 国の自然環境整備交付金を活用し、瀬戸内海国立公園（屋島園地、釈迦ヶ鼻園地）

における園路等の改修を行うもの。 
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項 目 ・ 事 業 名 補正予算額 説              明 

4 産地生産基盤パワーアップ事業 292,135 地域の営農戦略として産地が定めた「産地パワーアップ計画」に基づき、農業者等

が行う高収益な作物、栽培体系への転換を図る取組みに対して支援するもの。 

・支援対象者：農業再生協議会等が作成する産地パワーアップ計画に位置付けられ

ている農業者、農業者団体等 

・負 担 割 合：国１／２以内、事業者１／２以上 

 

 

Ⅱ 鳥インフルエンザ特別対策 840,818  

1 鳥インフルエンザ防疫対応事業 482,969 高病原性鳥インフルエンザの防疫対応に係る経費を措置するもの。 

・資材、防護服等 

・消毒ポイント運営、埋却処理委託 

・動員者移送バス借上げ 

・医薬用材料・消毒液・炭酸ガス等  など 

 

 

2 鳥インフルエンザ出荷制限農場等支援対策

事業 

 

343,849 発生した高病原性鳥インフルエンザに係る移動制限や搬出制限措置に伴う、売上減

少や飼料費・保管費・輸送費等の増加について支援するもの。 

・負担割合：国１／２、県１／２ 
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3 鳥インフルエンザ緊急対策資金利子・保証料

補給事業 

 

2,000 高病原性鳥インフルエンザの発生に伴い、経済的に影響を受けた農家の経営継続を

支援するため、家畜伝染病予防法に基づく防疫措置の実施による国手当金等の交付ま

でのつなぎ資金の利子・保証料の補給を行うもの。 

・融 資 対 象 者：発生農場及び移動・搬出制限区域内の農家のうち、国からの手

当金等の交付を受けることができる者 

・融 資 上 限 額：国からの手当金等見込額 

・融 資 利 率：年１．０％以内 

・保 証 料 率：年０．３６％ 

・融 資 期 間：１年以内 

 

4 鳥インフルエンザ対応持続化支援給付金支

給事業 

12,000 高病原性鳥インフルエンザの発生により、経済的に影響を受けた養鶏業者及び取引

業者の経営継続を支援するもの。 

・支 給 対 象 者：①今年度発生した高病原性鳥インフルエンザによる移動制限等

を受けた県内養鶏業者で、令和４年１１月から令和５年２月

までの売上が、前年同期比２０％以上減少した養鶏業者 

   ②「①」の養鶏業者と直接取引があった取引事業者で、令和４

年１１月から令和５年２月までの売上が、前年同期比２０％

以上減少した県内に主たる事業所がある取引事業者 

・給 付 額：①養鶏業者  定額１００万円 

②取引事業者 定額 ５０万円 

 

 
 


